
 

 

 

 平成１９年新潟県中越沖地震による東京電力株式会社柏崎刈羽

原子力発電所での火災及び放射能漏れを受けた指示に係る調査

結果の提出について 

 

 

標記の件につきまして、平成１９年７月２３日付け｢平成１９年新潟県中越沖地

震による東京電力株式会社柏崎刈羽原子力発電所での火災及び放射能漏れを受け

た指示について｣に対する中間報告（19 原機（安）064）を、平成１９年７月３１

日付けで提出しました。この度、中間報告で提出した項目について、評価及び必

要な改善措置を取りまとめましたので、別紙のとおり提出します。 

 

別紙１ 消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（東海研究開発センタ

ー原子力科学研究所） 

別紙２ 消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（東海研究開発センタ

ー核燃料サイクル工学研究所） 

別紙３ 消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（大洗研究開発センタ

ー） 

別紙４ 消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（人形峠環境技術セン

ター） 

別紙５ 消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（青森研究開発センタ

ーむつ事務所） 

 

以 上 
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消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（東海研究開発センター原子力科学研究所） 
１． 自衛消防体制の強化 

地震等の災害発生時において各研究開発拠点が独力で初期消火を実施することを確実なものとする。 
点 検 項 目 現       状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における初

期対応要員の確保 

自衛消防隊員 27 名 

・夜間･休日は、24 時間体制で組織されている自衛消防隊が、

消火活動を行う。また、火災発見者等が初期消火活動をす

るように規定している。 

・自衛消防隊は、1班 9 名で、火災現場には 5名が化学消防

車で出動する。 

 

震度 4 以上（東海村）の地震が発生時した場合には、各担

当部署において施設点検を実施するように規定しており、

連絡なしに出動し、火災発見時に初期消火にあたる。 

 

・夜間･休日：初期対応は 24 時間体制の自衛消防

隊が行い、出動は 5分程度で可能である。

 

 

 

 

震度 4以上（東海村）の地震後点検で火災を発見

した場合は、点検者による初期消火が可能であ

る。 

・現行の体制で対応が可能である。 

２．タンク付き消防車及び

化学消防車等の配備 

次の消防設備を備えている。 

・化学消防車 

  水 槽 容 量：1.5ｍ3 

  消火剤容量：ABC 粉末消火剤 300kg 

  泡 消 火 剤：36 ﾘｯﾄﾙ（予備 90 ﾘｯﾄﾙ） 

 

・消防法に基づく設備及び事業者の自主的な設備として、

施設には、二酸化炭素消火設備、泡消火設備、屋内消

火栓設備、屋外消火栓設備、消火器等を設置している。 

 

現状で初期消火が可能である。 

 

・大規模の地震で消火栓が使用できない場合は、

化学消防車による消火活動が可能である。 

・油火災に対しては、化学消防車、大型粉末消火

器と泡消火薬液を使用した消火活動が可能で

ある。 

・現行の設備で対応が可能である。 

３．消防署との間の専用通

信回線の開設・確保 

東海村消防本部への通報は、一般回線の「119 番」（発見者

が直接通報）の他、以下の通報手段を有している。 

・茨城県防災情報ネットワークシステム 

（衛星通信：無線 TEL、FAX） 

・東海村地域防災無線（TEL、FAX） 

・災害時優先電話 

・衛星携帯電話 

・災害発生時においても、独立した 2系統の無線

システムがある。 

 

・東海村消防本部と相談した結果、専用回線に代

わる機能を有しているとの見解。 

 

以上により、必要な通信回線は確保されている

と判断する。 

・現行の設備で対応が可能である。 

４．地元消防署等と連携し

た訓練の実施・追加 

・東海村消防本部と｢覚書｣を締結しており、原科研におけ

る非常事態総合訓練で火災を想定した合同訓練を毎年 1

回実施している。 

 

・平成 17 年度の核燃料サイクル工学研究所非常事態訓練に

おいて合同訓練を実施している。 

・訓練時の東海村消防本部との連携は、現場状況

の説明、消火方法の検討、鎮火確認等であり、

消火設備を使用した訓練が実施されていない。

 

・核燃料サイクル工学研究所との訓練では、救急

隊のみの合同訓練であり、消防隊の合同訓練は

実施していない。 

・非常事態総合訓練において、消火設備等を使用した合同訓練を行うように、東

海村消防本部と協議し、今後の訓練に反映する。 

 

 

・核燃料サイクル工学研究所との訓練は救急隊のみの合同訓練のみならず必要に

応じて消防隊との合同訓練を計画する。 
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２． 迅速かつ厳格な事故報告体制の構築 

放射性物質の漏れ等に関する各研究開発拠点から国及び地方自治体に対する報告が迅速かつ厳格に実施されることを徹底する。 
点 検 項 目 現       状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における放

射能測定要員の確保と、

職員（放管要員以外）が

実施可能な放射能測定マ

ニュアルの整備等 

・放射能測定要員（放射線管理課員）は、｢異常等発生時にお

ける放射線管理部の体制及び行動要領｣に基づき、夜間･

休日に異常が発見された場合の通報連絡系統に従い招集

され確保される。 

・放射線管理課員の半数以上は村内に、また、残りの放管

員も近隣市町村に居住している。 

 

・震度 4 以上（東海村）の地震が発生した場合には、連絡

がなくとも施設点検のために、出動するように規定され

ている。 

・保安教育等により、業務従事者や業務従事者以外の者な

ど、放射線管理課員以外の者も放射線測定について教育

を受けており、サーベイメータ等の取扱い、測定は可能

である。 

 

・携帯電話による連絡により、通報連絡系統に基

づき実施されている。 

 

・放射線管理課員の半数は東海村に在住してお

り、自転車利用により 30 分程度で放射能測定要

員を確保できる。 

 

・震度 4以上（東海村）の地震が発生した場合に

は、連絡なしで施設点検のために放射線管理課

員を含め出動している。また、管理区域内にお

ける汚染、線量率などの測定は放管員以外も日

常的に行っており、要員は確保できる。 

・現行の体制で対応が可能である。 

２．衛星携帯電話や小型無

線機等の導入・増強と、

通信機器の破損防止対策

状況（固定状況等）の確

認等 

次の設備を備えている。 

・茨城県防災情報ネットワークシステム 

（衛星通信：無線 TEL、FAX） 

・東海村地域防災無線（TEL、FAX） 

 ・原子力安全協定事業所緊急電話 

 ・衛星携帯電話 

 

衛星電話端末局接続装置盤等大型機器は固定されている。 

 

 

・茨城県防災情報ネットワークシステム等は、定

期的に機能を確認しているが、訓練等における

活用実績がない。 

 

 

・茨城県防災情報ネットワークシステム等については、関係機関と協議を行い、今

後の訓練を通じて習熟を図る。 

３．放射性物質の漏えい時

の対処マニュアルの整備

と、通報訓練による対応

能力の維持・向上 

・対処マニュアルとして、｢原子力科学研究所事故・故障及

び災害時の通報連絡に関する運用基準｣を定めている。 

 

・定期的に通報訓練及び総合訓練を実施している。 

 

 

 

・通報訓練、総合訓練等により、迅速かつ適切な

事故対応能力の維持向上に努めている。 

・現行の体制で対応が可能である。 
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消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画 (東海研究開発センター核燃料サイクル工学研究所) 
 

１． 自衛消防体制の強化 
地震等の災害発生時において各研究開発拠点が独力で初期消火を実施することを確実なものとする。 
検 討 項 目 現    状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における初

期対応要員の確保 

自衛消防班員 25 名 

・夜間･休日は、一斉招集装置により招集し、消火活動に入

る。 

 

 

震度 4 以上（東海村）の地震が発生した場合には、各担当

部署において施設点検を実施するように規定しており、連

絡なしに出動し、火災発見時に初期消火にあたる。 

・夜間･休日 

①発見者（施設点検者）が初期消火を実施 

②非常招集に応じた自衛消防班消火小隊の最

小構成員（4名）が約 20 分で出動可能 

 

震度 4以上（東海村）の地震後点検で火災を発見

した場合は、点検者による初期消火が可能であ

る。 

 以上により、要員は確保できており初期消火対

応も可能であるが、常駐の消防班員が不在であ

る。 

【勤務時間内】 

警備員（24 時間勤務・3 班編成）で構成する常駐消防班員総員 12 名（4 名/班

×3班）を新たに追加配置する。 

【夜間・休日】 

①自衛消防班員は一斉招集（継続） 

②研究所内に 4 名の常駐消防班員を追加配置。（招集に応じた自衛消防班員の到
着を待たず、単独で消火を実施） 

③常駐消防班員の訓練（月 2回自衛消防班員と合同実施） 

    (新たに配置する常駐消防班は、警備会社との契約に係る所要手続を経て、

警備員の消防訓練を開始し、消防技能を習得させた後、平成 20 年 4 月までに

配置する。) 

２．タンク付き消防車及び

化学消防車等の配備 

次の消防設備を備えている。 

・化学消防車 

水槽容量：1.5 ㎥ 

薬液容量：0.3 ㎥ 

・水槽付消防ポンプ車 

  水槽容量：1㎥ 

 

・消防法に基づく設備及び事業者の自主的な設備として、

施設には、二酸化炭素消火設備、屋内消火栓設備、屋外

消火栓設備、消火器等を設置している。 

現状で初期消が可能である。 

 

・大規模の地震で消火栓が使用できない場合は、

水槽付消防ポンプ車及び化学消防車による消

火活動が可能である。 

・油火災に対しては、化学消防車、大型粉末消火

器と泡消火薬液を使用した消火活動が可能で

ある。 

・現行の設備で対応が可能である。 

３．消防署との間の専用通

信回線の開設・確保 

東海村消防本部への通報は、一般回線の「119 番」（発見者

が直接通報)の他、以下の通報手段を有している。 

・茨城県防災情報ネットワークシステム 

（衛星通信：無線 TEL、FAX） 
・東海村地域防災無線（TEL、FAX） 
・災害優先電話 

・衛星電話、衛星携帯電話 

・災害発生時においても、独立した 2系統の無線

システムがある。 

・東海村消防本部と相談した結果、専用回線に代

わる機能を有するとの見解。 

 

 以上により、必要な通信回線は確保されている

と判断する。 

・現行の設備で対応が可能である。 

４．地元消防署等と連携し

た訓練の実施・追加 

・東海村消防本部と｢覚書｣を締結しており、所長が行う年 3

回の総合訓練のうち 1 回以上東海村消防本部と合同訓練

を実施している。 

 

 

・茨城県消防学校で実施される教育に自衛消防班員を毎年 2

名程度参加させている。 

 

 

 

 

・平成 17 年度の再処理施設非常事態訓練において原子力科

学研究所と合同訓練を実施している。 

・管理区域内火災を想定した研究所の総合訓練に

おいて、東海村消防本部と管理区域内の消火活

動を中心とした合同訓練を平成 15 年度から年
１回以上実施している。 

 

・茨城県消防学校の自衛消防隊員科課程に参加

し、消防技能の向上を図っている。 

 

  以上により、東海村消防本部と連携した教

育・訓練は実施されていると判断する。 

 

・原子力科学研究所との訓練では、救急隊のみの

合同訓練であり、消防隊の合同訓練は実施して

いない。 

・東海村消防本部と調整し、化学消火剤取扱訓練を含めた操法訓練等を合同で年

1回以上実施する。 

 

 

 

・計画的に自衛消防班員を茨城県消防学校等へ派遣し、教育を受けさせ必要な技

能を習得させる。 

 

 

 

 

・原子力科学研究所との訓練は救急隊のみの合同訓練のみならず必要に応じて消

防隊との合同訓練を計画する。 
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２． 迅速かつ厳格な事故報告体制の構築 

放射性物質の漏れ等に関する各研究開発拠点から国及び地方自治体に対する報告が迅速かつ厳格に実施されることを徹底する。 
検 討 項 目 現    状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における放

射能測定要員の確保と、

職員（放管要員以外）が

実施可能な放射能測定マ

ニュアルの整備等 

・放射能測定要員(放射線管理課要員、施設の分析要員)は、

放射性物質の漏れ等の事故発生時には招集され確保され

る。 

 

・震度 4 以上(東海村)の地震が発生した場合には、連絡が

なくとも施設点検のために、出動するように規定されて

いる。 

・事故発生時の招集と震度 4 以上(東海村)の自主

的な出動で対応可能と判断する。 

・東海村在住者等は、徒歩で 10 分から 60 分程度

（自転車が使用可能な状況にあっては 20 分以

内）で放射能測定要員を確保できる。 

 

状況によっては再処理施設に常駐している放射

能測定要員に応援させることも可能である。 

 

 

・現行の体制で対応が可能である。 

２．衛星携帯電話や小型無

線機等の導入・増強と、

通信機器の破損防止対策

状況（固定状況等）の確

認等 

次の設備を備えている。 
・茨城県防災情報ネットワークシステム 

（衛星通信：無線 TEL、FAX） 
・東海村地域防災無線（TEL、FAX） 
・災害時優先固定電話 
・災害時優先ＦＡＸ 
・衛星電話  
・衛星携帯電話 

・現在保有している通信機器で、震災時等でも外

部関係機関への通報連絡は可能と判断する。 

・茨城県防災情報ネットワークシステム等及び衛

星携帯電話については、定期的に機能を確認し

ているが、訓練等における活用の実績がない。

 

 

・電話交換機等以外の通信機器についても、地震発

生時の落下・破損防止対策の実施状況を確認する

必要がある。 

・現状の通信機器に加え、災害優先携帯電話の新規登録等により、さらなる通報連絡

機能の向上を図る。 

・茨城県防災情報ネットワークシステム等については、関係機関と協議を行い、

衛星携帯電話と合わせ今後の訓練等を通じて習熟を図る。 

 

 

 

・電話交換機等以外の通信機器の落下・破損防止対策の実施状況を 9 月末までに確

認し、平成 19年末までに対策を講じる。 

３．放射性物質の漏えい時

の対処マニュアルの整備

と、通報訓練による対応

能力の維持・向上 

・対処マニュアルとして、「通報連絡要領」を定めている。 

 
・定期的に通報訓練及び総合訓練を実施している。 

 
 
・状況に応じた実働の通報訓練を実施することによ

り、対応能力の向上を図っている。 
 
 以上により、万一の場合でも的確な判断と通報

が実施可能と判断する。 

・現行の体制で対応が可能である。 
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消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（大洗研究開発センター） 
１． 自衛消防体制の強化 

地震等の災害発生時において各研究開発拠点が独力で初期消火を実施することを確実なものとする。 
点 検 項 目 現       状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における初

期対応要員の確保 

自衛消防隊員 23 名 

・夜間･休日は、緊急招集装置により招集し、消火活動 

に入る。 

 

 

震度 4 以上（大洗町、鉾田市）の地震が発生した場合に

は、各担当部署において施設点検を実施するように規定

しており、連絡なしに出動し、火災発見時に初期消火に

あたる。 

・夜間・休日 

① 発見者が初期消火活動を実施 

② 招集された自衛消防隊員が消火を実施 

 

最低限度の要員（4名以上）は、自動車利用によ

り約 20 分（自転車利用で約 40 分）で出動が可能

である。 

【夜間･休日】 

①自衛消防隊員は一斉招集（継続） 

②センター内に、警備員で構成する常駐消防班（最小構成員 4名）を、平

成 20 年 4 月までに設置する。（この常駐消防班は、自衛消防隊が現場に

到着するまでの間、消火活動を行う。） 

③体制が整備されるまでは、対応可能な警備員（４名）が初期消火を実施

する。 

 

・震度６以上（大洗町、鉾田市）の場合、出動可能な自衛消防隊は全員参集し、

消火を行うことを関係規定に明記する。 

 

 

２．タンク付き消防車及び

化学消防車等の配備 

次の消防設備を備えている。 

・化学消防車（水槽機能付）１台 

普通火災、油火災、電気火災等に対応が可能。 

水 槽 容 量：1.5 ㎥ 

薬液槽容量：0.3 ㎥ 

水源の種類：水及び泡消火薬剤 

 

・消防法に基づく設備及び事業者の自主的な設備とし

て、施設には、屋内消火栓設備、屋外消火栓設備、ナ

トレックス消火設備、粉末消火設備、消火器等を設置

している。 

・大規模地震で消火栓が使用できない場合は、化

学消防車による消火活動が可能である。 

・油火災に対しては、粉末消火器と化学消防車を

使用した消火活動が可能である。 

 

・現行の設備で対応が可能である。 

３．消防署との間の専用通

信回線の開設・確保 

大洗町消防本部への通報は、一般回線の「119 番」（発見

者が直接通報）の他、以下の通報手段を有している。 

・茨城県防災情報ネットワークシステム 

（衛星通信：無線 TEL、FAX） 
・災害時優先電話 

・衛星携帯電話 

 

・災害時優先電話を有している。 

・茨城県防災情報ネットワークシステムが大洗研

究開発センター、各自治体、消防本部等に設置

されている。 

・大洗町消防本部と協議し、「119 番」通報回線が

使用できない場合、茨城県防災情報ネットワーク

システムを活用することで了解を得ている。 

 

以上により、必要な通信回線は確保されている

と判断する。 

・現行の設備で対応は可能である。 

・大洗町消防本部との専用回線の整備については、消防本部は「確定ではな

いが、火災だけではなくその他の災害に対応するためにも必要」との意向

であり、今後も協議を継続していく。 

４．地元消防署等と連携し

た訓練の実施・追加 

・大洗町消防本部と「覚書」を締結しており、消防活動

を安全かつ円滑に遂行することを目的として、訓練を年

1回程度実施するとともに指導・助言を受けている。 

・茨城県消防学校に必要に応じ自衛消防隊員を参

加させている。 

 

・自衛消防隊員を茨城県消防学校に計画的に入校させ、必要な技能能力を習

得させる。 
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２． 迅速かつ厳格な事故報告体制の構築 

放射性物質の漏れ等に関する各研究開発拠点から国及び地方自治体に対する報告が迅速かつ厳格に実施されることを徹底する。 
点 検 項 目 現       状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における放

射能測定要員の確保と、職

員（放管要員以外）が実施

可能な放射能測定マニュ

アルの整備等 

・放射能測定要員（放射線管理課員）は、事故等発生時に

は、緊急招集され確保される。 

 

・震度 4 以上（大洗町、鉾田市）の地震が発生した場合に

は、連絡がなくとも施設点検のために、出動するように

規定されている。 

・事故等発生時及び震度 4以上（大洗町、鉾田市）

の地震が発生した場合には放射線管理課員が参

集するので、現行の体制でも夜間･休日の放射線

測定は可能である。 

・放射性物質を扱う施設の職員等は放射線作業従

事者として教育訓練を受けており、定性的な放

射能の測定は可能である。 

 

・現行の体制で対応が可能である。 

２．衛星携帯電話や小型無

線機等の導入・増強と、

通信機器の破損防止対策

状況（固定状況等）の確

認等 

次の設備を備えている。 

・茨城県防災情報ネットワークシステム 
（衛星通信：無線 TEL、FAX） 

・災害時優先電話 
・災害時優先ＦＡＸ 

・衛星携帯電話 

 

通信機器（電話交換機設備等）は、床に固定されている。 

・携帯電話及びファックス等の通信機器について

は定期的に機能の確認を実施しているが、茨城

県防災情報ネットワークシステム及び衛星携

帯電話については、訓練等における活用の実績

がない。 

・茨城県防災情報ネットワークシステム等については、関係機関と協議を行

い、今後の訓練等を通じて習熟を図る。  

３．放射性物質の漏えい時

の対処マニュアルの整備

と、通報訓練による対応

能力の維持・向上 

・対処マニュアルとして、通報連絡基準を定めている。 

 

・定期的に通報訓練及び総合訓練を実施している。 

 

 

・通報訓練、総合訓練等により、迅速かつ適切な

事故対応能力の維持向上に努めている。 

・現行の体制で対応が可能である。 
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消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（人形峠環境技術センター） 
１． 自衛消防体制の強化 

地震等の災害発生時において各研究開発拠点が独力で初期消火を実施することを確実なものとする。 
点 検 項 目 現    状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における初

期対応要員の確保 

自衛消防隊員 12名 
・夜間･休日は、予め指定されている事故対策要員（消防班長

を含む。）が一斉招集され、火災を発見した場合には初期消

火を行う。 

・火災発生の場合は、消防班長から各消防班員への緊急呼出ル

ートを確保しており、自衛消防班による迅速な消火活動を行

う。 

 

震度 4以上（鏡野町）の地震が発生した場合には、各担当部署

において施設点検を実施するように規定しており、連絡なしに

又は一斉招集により参集し、火災発見時に初期消火にあたる。 

・事故対策要員及び消防班員は、岡山側、鳥取側両方の居住

者を指名している。また、センターは、3 方向からのアク

セス道路があり、どこかの道路が寸断された場合でも出動

することが可能である。よって、現行の体制で緊急時にお

ける対応が可能である。 

・万一、3 方向からの道路が寸断された場合は、一番近くの

寮からのアクセスとなる。その場合、徒歩で約 1時間を要

する。 

・火災発見者等が、初期消火を行うことを従業員等に再度周

知した。（平成 19年 7月 24日） 
・現在は、センター内の各施設は主たる運転を終了し、夜間・

休日の施設運転はほとんどない。また、核燃料物質は専用

容器で、可燃物がほとんどない貯蔵庫で管理されている。

受変電設備は防火区画で区分された建物内に設置されて

いるとともに、各施設は敷地内に点在していることから、

発生した火災が他の施設に延焼するおそれは少ない。これ

らのことから、火災の発生により核燃料物質の漏えい等に

つながる事象に進展するリスクは低く、夜間・休日におけ

る初期消火活動体制の充実、自衛消防班員等の地震発生時

の参集を強化することで十分な対応が可能である。 

・夜間・休日に火災が発生した場合に、センターに常駐している

交替勤務要員（警備員：5名、ウラン濃縮原型プラント：2名、

ユーティリティ施設：2名、等）の中から 4名程度が協力して初

期消火を行える体制を検討する。 

・夜間・休日に一斉招集の連絡手段が地震の影響により途絶した

場合を想定し、センター近傍の居住者（消防班員の一部を含む

場合もある。）は震度 4以上（鏡野町）の地震発生を確認した場

合は連絡なしに参集し、施設点検を実施するとともに、火災を

発見した場合は初期消火を行うことを関係規定に明記する。 

・消防班員は従来の緊急呼出しに加えて、震度 6 以上（鏡野町）

の地震発生を確認した場合は、出動可能な者は全員が連絡なし

に参集し、火災が発生した場合は消火活動を行うことを関係規

定に明記する。 

２．タンク付き消防車及び

化学消防車等の配備 

次の消防設備を備えている。 
・化学消防車 1台 
  水 槽 容 量：1.3ｍ3 
  薬液槽容量：0.5ｍ3 
・消防ポンプ車 １台 
 
・消防法に基づく設備及び事業者の自主的な設備として、施設

には、二酸化炭素消火設備、泡消火設備、屋内消火栓設備、

屋外消火栓設備、消火器等を設置している。 

・現行の設備で火災発生時の対応は可能である。 ・現行の設備で対応が可能である。 

３．消防署との間の専用通

信回線の開設・確保 

津山圏域消防組合消防本部への通報は、一般回線の「119番」
（発見者が直接通報）で行う。 
 ・災害時優先電話 
 ・災害時優先携帯電話 
 ・衛星電話 

・津山圏域消防組合消防本部と専用回線の整備について相談（平

成 19 年 8 月 2 日）した結果、新たなシステムの導入は、消
防機関にとっては通報経路が増えることにより煩雑化を招く

恐れがあること、他の事象により回線が塞がってしまい専用回

線通報に対応できない可能性もある等から、現行のシステムで

十分であるとの見解。 
・火災発見者等が、直接消防機関に連絡することを職員等に

再度周知した。（平成 19年 7月 24日） 

・現行の設備で対応が可能である。 

４．地元消防署等と連携し

た訓練の実施・追加 

・通報連絡、初期対応、応急処置、避難等の総合的な訓練

を年 1回以上実施している。 

･津山圏域消防組合消防本部に訓練への指導、助言についての

協力を要請した。（平成 19年 8月 2日） 
・地元消防署との合同訓練についても津山圏域消防組合消防本部と

協議し、実施について検討する。 

別 紙 ４
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２． 迅速かつ厳格な事故報告体制の構築 

放射性物質の漏れ等に関する各研究開発拠点から国及び地方自治体に対する報告が迅速かつ厳格に実施されることを徹底する。 
点 検 項 目 現    状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における放

射能測定要員の確保と、

職員（放管要員以外）が

実施可能な放射能測定

マニュアルの整備等 

・放射能測定要員は、センター近傍の居住者の中から招集され

確保される。また、必要に応じてさらにセンター近傍以遠か

らの要員の緊急招集を行う。 
 
・震度 4 以上（鏡野町）の地震が発生した場合には、連絡

がなくとも施設点検のために出動している。 

・放射能測定要員の職員には携帯電話を貸与しており、夜間･

休日においても緊急招集が可能である。また、上記以外の

放射能測定要員についても、夜間･休日の緊急呼出体制によ

り追加招集が可能であり、必要な要員は確保できる。 

・放管要員以外についても、放射線業務従事者としての定常

的な教育訓練により簡易な放射線（能）測定を実施できる

技術力を有しており、放管要員が行う測定を支援できる。

・夜間・休日に緊急招集の連絡手段が地震の影響により途絶した

場合を想定し、センター近傍の居住者（放管要員を含む。）は震

度 4 以上（鏡野町）の地震発生を確認した場合には、連絡なし

に参集し、施設点検を実施することを関係規定に明記する。 

２．衛星携帯電話や小型無

線機等の導入・増強と、

通信機器の破損防止対

策状況（固定状況等）の

確認等 

次の設備を備えている。 
・災害時優先電話 
・災害時優先ＦＡＸ 
・災害時優先携帯電話 
・衛星電話 

 
電話交換機等は、床面に固定し、転倒・破損防止策を講じてい

る。 

・災害時優先電話等の複数の通信手段を確保しており、現状

の通信設備で対応は可能である。 

 

 

 

 

・電話交換機等以外の通信機器の転倒・破損防止の固定状況に

ついて、平成 19 年 8月中旬に確認した結果、一部固定が必

要なものがあった。 
 

・電話交換機等以外の通信機器の固定状況の確認結果を踏まえて、

平成 19年 9月末までに補強対策を講じる。 

３．放射性物質の漏えい時

の対処マニュアルの整

備と、通報訓練による対

応能力の維持・向上 

・放射性物質の漏えい等の異常発生時に迅速な通報を行え

るよう、対処マニュアルを作成中である。 

 

・定期的に通報訓練、総合訓練等を実施している。 

・より確実・迅速な通報を行えるよう、マニュアル作成後に

教育及び訓練を実施する必要がある。 

 

・通報訓練、総合訓練等により、迅速かつ適切な事故対応能

力の維持向上に努めている。 

・平成 19年 9月までに対処マニュアルを作成する。 
・平成 19年 10月までに周知教育及び総合訓練を実施する。 
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消防活動体制と事故報告体制の現状と改善計画（青森研究開発センターむつ事務所） 
１． 自衛消防体制の強化 

地震等の災害発生時において各研究開発拠点が独力で初期消火を実施することを確実なものとする。 
点 検 項 目 現       状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における初

期対応要員の確保 

自衛消防隊員 9名 
・夜間・休日は、警備員（2名）が初期消火を実施する。 
・自衛消防隊員を非常時順次通報装置で招集し、消火活動を

行う。 
・通報連絡訓練（2 回/年）により、初期対応要員が確保でき
ることを確認している。 
（平成 19年 4月の通報訓練実績：現地対策本部員約 10名、
現場活動班員約 20名（内、自衛消防隊員 9名）が招集） 

・GW、年末年始の不在確認を行い、緊急時に対応するための
要員を確保するなど必要な対策を講じている。 

 
震度 4 以上（むつ市）の地震が発生した場合には、施設
点検を行うように規定しており、連絡なしに出動し、火災

発見時に初期消火にあたる。 

・通報訓練による事故現場活動班員の招集推定時間は、約

30分から 40分（自動車利用）である。 
・自衛消防隊員は事故現場活動班員を兼ねており、職員等、

業務委託員すべての者で事故対応する。 
・震度 4以上（むつ市）の地震が発生した場合、職員等及び
業務委託員のすべての者は出動し、施設点検を行うことと

している。 
・最悪条件（冬季（迂回路閉鎖）の地震災害により通勤経路

の通行障害が生じた場合）での徒歩による参集時間は約２

時間と想定される。 
・隣接する（独）海洋研究開発機構むつ研究所との協力・支

援体制を活用することができる。 

・火災警報装置が吹鳴した場合は、当直警備責任者は直ちに保安管理課

長に電話連絡し、出動を要請する。この変更を連絡系統図に明記する。

また、連絡系統図の変更を警備員、保安管理課員に教育訓練で周知す

る。 

２．タンク付き消防車及び

化学消防車等の配備 

次の消防設備を備えている。 

・ABC消火器を搭載した防護機材車を配備しているが、タ
ンク付き消防車及び化学消防車はない。 

 

・消防法に基づく設備及び事業者の自主的な設備として、施

設には、ABC 消火器、二酸化炭素消火器、屋内・屋外消
火栓等を設置している。 

・化学消防車を必要とするような油火災は想定されず、ABC
消火器等で対応が可能である。 

・原子炉室一括撤去物及び低レベル固体廃棄物は、閉鎖措置

が施されており、また、放射能量が少ないことから、万が

一火災が発生しても、外部への影響は極めて少ない。 

・夜間・休日においては、施設の換気装置、ポンプ、サンプ

ラ等の停止、管理区域内照明の消灯等電気火災の発生要因

を少なくする対策をとっている。 

 

以上のことから、現状の消防用設備で火災発生時の対応は

可能である。 

・現行の設備で対応が可能である。 

３．消防署との間の専用通

信回線の開設・確保 

下北地域広域行政事務組合消防本部への通報は、一般回線

の「119 番」（発見者が直接通報）で行う。 

・災害時優先電話 
・災害時優先携帯電話 

・下北地域広域行政事務組合消防本部と専用回線について、

相談した結果、施設の現状から現行のシステムで十分であ

るとの見解。 

・現行の設備で対応が可能である。 

４．地元消防署等と連携し

た訓練の実施・追加 

・地元消防署の定期的な立入調査を受けている。 ・下北地域広域行政事務組合消防本部と協議し、申し合わせ

事項（平成 11年 11月の管理区域火災による）の確認を行
った。また、総合防災訓練への参加を検討する必要がある。

・消防署員による管理区域内の状況把握の機会を作り、万が一、管

理区域内で火災が発生した場合の消火活動に資する。 

・適宜、防火管理者以外の者を防火管理者講習会へ参加させるなど、

防災意識の向上を図る。 

・平成 19年 11月に実施するむつ事務所総合防災訓練を地元消防署
と協力し、合同訓練で行う。 
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２． 迅速かつ厳格な事故報告体制の構築 

放射性物質の漏れ等に関する各研究開発拠点から国及び地方自治体に対する報告が迅速かつ厳格に実施されることを徹底する。 
点 検 項 目 現       状 現 状 分 析 改 善 項 目 

１．夜間・休日における放

射能測定要員の確保と、

職員（放管要員以外）が

実施可能な放射能測定マ

ニュアルの整備等 

・放射能測定要員（保安管理課員）は、緊急招集され確保

される。 

・職員等が使用する放射線測定器の取扱いについてテキス

ト等を用いて教育訓練を実施している。 

 

・震度 4 以上（むつ市）の地震が発生した場合には、連絡

がなくとも施設点検のために、出動するように規定され

ている。 

・放射性物質の漏えい等の際に報告すべき測定は、現状の保

安管理課員 5名の放射線管理要員で行う。これら要員は、
大畑、東通、田名部と 3方向に居住しているため、通行障
害が発生しても自動車利用で 30分から 40分（冬季を除き
自転車利用で 60分から 90分）で集合可能である。 
・放射線管理要員以外の者でも周辺監視区域境界の線量当量

率の測定を行うことができる。 

・現行の体制で対応が可能である。 

 

 

 

 

 

 

２．衛星携帯電話や小型無

線機等の導入・増強と、

通信機器の破損防止対策

状況（固定状況等）の確

認等 

次の設備を備えている。 

・災害時優先電話 
・災害時優先携帯電話 

 

主要な通信設備については、固定冶具により転倒防止対策

を講じている。 

・災害時優先電話は、地震災害においては被災地域と外部関

係機関等との通信においては有効である。 
・災害時優先携帯電話は、災害時の対応に必要な者に配布し

ている。 

・衛星携帯電話について設置を検討する。 

３．放射性物質の漏えい時

の対処マニュアルの整備

と、通報訓練による対応

能力の維持・向上 

・対処マニュアルとして、むつ事務所事故対策規則及び下部

規定を定めている。 

・通報訓練による対応能力の向上のため、勤務時間内にお

ける「4222」非常用電話の通報訓練は、各課で想定され
る事故原因（管理区域内での水漏れ、汚染、怪我等）を

とり入れて行っている。 

 

・総合防災訓練（1 回/年）では、発災場所での万が一の汚

染事故を想定して、作業員の被ばく確認、汚染検査等の

訓練をとり入れて行っている。 

・気体状放射性物質については、使用済燃料の搬出及び原子

炉室一括撤去物の密閉措置により放出される恐れはない。

・液体状放射性物質については、廃液タンクに貯留され、ま

た、漏えい検知器が設置されている。万が一、漏えいの際

には警報が吹鳴し、連絡系統図に基づき保安管理課長等へ

連絡され、直ちに規制当局等に通報される。以上は、対処

マニュアルとして、むつ事務所事故対策規則及び下部規定

に定められているので、漏えい時の体制は整備されてい

る。また、2回/年の通報訓練を通じて、対応能力の維持向
上が図られている。 

・現行の体制で対応が可能である。 
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